












































































































































費量 Ca に等しい。自由貿易下では貿易が均衡していれば PX＝PC である。従って，この時(1.1)は
1 米国の19世以来の貿易政策についての政治学からのアプローチについては，例えば Gilligan（1997）を
参照のこと。









と表せる。またこの条件は社会的支出関数 E (P, U)（U は社会的効用関数の効用レベル）を用いて
も表すこともできる。この社会的支出関数が社会的効用水準に関して厳密に増加的であれば，(1.3)
式と次の(1.4)式は同値である。
　　E (P, Ua) < E (P, U) (1.4)　　　




会的効用レベル Ua の無差別曲線上の任意の消費点 Ca において
　　P・Ca ≥ E (P, Ua)










































































これらの傾きはＡ国における X 財と Y 財の国内相対価格比 pA(X財価格／Y財価格) と一致する。同


























A 上の QA 
にシフトする。そして X 財を輸出し，Y 
財をＢ国から輸入するため，Ａ国の消費者
は CA で消費を行う。Ｂ国では逆に今まで






B 上の QB にシフトする。















格はどうなるのだろうか。Ａ国とＢ国は労働集約財 X と資本集約財 Y について両国とも同じ生産
技術を持っている，つまり両国の X 財と Y 財それぞれの生産関数は同じである。Ａ国は相対的に
労働が豊富にあるために Y 財より X 財を多く生産（または X 財のみの生産に特化）するのに対し，








































る財の生産額が１である場合の等量曲線である。例えば X 財の価格が pxのとき，生産量ｘが
　　pxx＝1
となるような生産量ｘを算出できる労働と資本の投入量の組み合わせである。これを図1-4で X1 と








　図1-4では X 財の単価等量曲線 X1 も Y 財の単価等量曲線 Y1 も生産要素価格比 w/k の単価等費
用線に接している。この時の生産要素投入比率は X 財については X1 と単価等費用線の接点と原点
を結ぶ直線の傾き kX であり，Y 財については Y1 と単価等費用線の接点と原点を結ぶ直線の傾き 
kY である。
　Ａ国やＢ国で国全体の生産要素投入比率が kX と kY の間にある場合は，生産要素価格比 w/r の


















Ｂ国の財の相対価格が均一になった時，X 財の単価等量曲線 X1 も Y 財の単価等量曲線 Y1 も両国
同一になる。つまり図1-4の単価等量曲線 X1 と Y1 はＡ国とＢ国両国共通ということになる。
　今Ａ国やＢ国の生産要素投入比率がそれぞれ kX と kY の間である kA と kB であるとすると，生産
要素価格比 w/r の下でＡ国もＢ国もともに X 財と Y 財両方を生産することができる。つまりその
ような生産点において生産要素の相対価格 w/r は均等化しているということになる。もしＡ国か
Ｂ国どちらかの生産要素投入比率が不完全特化錘の内側になかった場合，例えばＢ国の生産要素投












パー＝サミュエルソン定理を直感的に掴んでみよう。X 財と Y 財の生産において，各々投入され
る資本と労働の比率は固定されている場合を考える。
















＊＜pB) となる。今貿易自由化によって Y 財の価格が





 なので，閉鎖経済下で X 財生産に投入されていた生産要素を一部 Y 財生産
に振り向けなければならない。図1-5に示したように X 財生産の生産要素を Y 財に投入するために






　しかし Stolper and Samuelson (1941) は生産要素投入比率が可変な一般的な場合を扱っている。
これを前述の単価等量曲線用と単価等費用線を用いて説明しよう。今，図1-6に示したように，労
働集約的な X 財の価格が下降すると，X 財の単価等量曲線は X1 から X1’，つまり上方にシフトす
る。この時 Y 財の単価等量曲線 Y1 と価格下降後の X 財の単価等量曲線 X1’ に接する単価等費用線
は X 切片が 1/w から 1/w’ へ，Y 切片が 1/r から 1/r’ へ変化する。つまり資本のレンタル r は上昇
し，賃金率 w は下落する。労働集約財価格と賃金の下落，資本のレンタルの上昇によって，X 財
も Y 財もよりやや資本節約的な生産要素投入比率で生産を行う。この国の生産要素賦存量が R だ
とすると，X 財の価格下落前は X 財を OQX，Y 財を OQY 単位生産していたが，価格下落後は X 財
の生産量は OQX’ 単位に減少し，Y 財の生産量は OQY‘ 単位に増加する。
　製品価格と生産要素価格の変化率を比較しておこう。価格変化後の単価等費用線 CD に平行で X 
財の価格下落前の X 財の単価等量曲線 X1’ と接する直線 EF を引く。また当初の X 財と Y 財の単
価等量曲線が接する単価等費用線と平行で点 C を通る直線 CG を引く。製品価格の変化率は OD/
OE で，それに対して生産要素価格の変化率は OD/OG である。つまりこの間の労働集約財 X の価
格変化より賃金率の変化，つまり生産要素価格の変化のほうが大きいことがわかる。言い換えれば，
　　△r/r　≥　△pY/pY = 0　≥　△pX/pX　≥　△w/w (1-5)　　　
また w/r が下落した結果両方の財の生産要素投入比率が資本節約的になり，商品価格比率 pX/pY が















財で，貿易自由化によって Y 財の価格が上昇した場合を想定する。それまで X 財に導入されてい
た資本と労働の一部が Y 財生産に向かい，労働が過剰供給となり賃金率が下降する。この時まず 
Y 財をニュメレールとする，つまり労働者は消費財として Y 財のみを消費すると仮定すると，賃
金率が下降する上に，輸出財である Y 財の価格は上昇し，可処分所得がますます減少するから実
質賃金率が下降する。次に労働者が X 財のみを消費すると考え，X 財をニュメレールとしたらど
うだろうか。賃金率が下降する一方，X 財価格も下降するため，実質賃金率が下降したかどうかは
っきりしない。3しかし貿易自由化によって Y 財の生産量が増加する時に，労働と資本の生産要素投


















































所有者間の損得に示唆を与える。次に，貿易自由化が X 財産業と Y 財産業間に分配の与える影響
を考察しよう。X 財部門の総所得は X 財の価格と生産量をかけ合せたもので，マクロ経済学でい
う X 財産業の総付加価値額を表している。他方 Y 財部門の総所得は Y 財の価格と生産量をかけ合
せたものである。貿易自由化によってＢ国では Y 財の価格が上がったとするとその時，X 財の生
産量が減少し，Y 財の生産量が増加する。ということは X 財部門の総所得（総付加価値）は減少し，
Y 財部門の総所得は増加する。また競争市場では産業部門の総所得はそこに投入された要素所得の
合計と一致する。従ってこのことは X 財に集約的に投入されている労働の報酬である賃金率 w の






































の生産関数を定義しておこう。一国にⅠ種類の産業が存在する場合において，第 i 産業 (i∈I) の，
ある一生産者の製品の生産量を xi，製品単価を Pi，生産要素投入量を労働 Li と資本 Ki とし，それ
らの単価をそれぞれ w，r，一国全体の第 i 財の総生産量を Xi とすると，この生産者の生産関数は，
　　xi = fi (Li, Ki, Xi)





























 (wLi + rKi︱fi (Li, Ki, Xi) ≥ 1)
とする。Xa を閉鎖経済下の全産業の生産量ベクトル，X を貿易自由化後の全産業の生産量ベクトル，





















































曲線は Y1 から例えば Y1‘ へシフトす
る。ただしこの時単価等量曲線がシフトしても Y 財の価格 pY や単価当たりの Y 財の生産量 OY
6 は
変化しない。7 これは同じ量の財 Y を生産するのに，より少ない生産要素で（集約度効果で資本と
労働の投入比率は変化するが）生産できるということである。他方 X 財産業については，産業レ
ベルの生産量 QX が減少するので X 財の生産性は下がる。従って個別生産者の単価等量曲線 X1 は 
Y 財の場合と逆に右上にシフトする。図2-1の線分 C‘D’ は Y1‘ の接線であり，線分 CD に平行であ
る。w/r の変化後，つまり w’/r’ の時の Ｘ 財の単価等量曲線の位置によって一国の生産可能性曲
線の形状は３パターンに分かれる。
　一つ目は X 財の単価等量曲線も線分 C‘D’ に接する場合，つまり X 財生産者の単価等量曲線が 
X” にシフトした場合である。この時 X 財についても X 財の価格 pX や単価当たりの X 財の生産量 
OX は不変である。規模に関する収穫一定の場合は，w/r が下降した時に pX OX = 1 をみたしたまま 
pX が下降し，OX は上昇する。そして労働や資本の投入量も増加する。しかし規模に関する収穫逓
増の場合，w/r の下降によって産業レベルの生産量 QX が減少し，生産性が下がるので，w/r の変




























6 つまり pX OX = 1，pY OY = 1 である。
7 Minabe (1967) には詳しく説明されていないが，生産性が向上したため生産要素投入量が減少している
のに，Y 財の価格 pY も単価当たりの Y 財の生産量 OY も変化しないというのがわかりにくい。C‘D’ を単








　二つ目は X 財の単価等量曲線が線分 C‘D’ 
を切る場合，つまり X 財生産者の単価等量
曲線が例えば X’’’ にシフトした場合である。
この場合生産要素価格比率 w’/r’ のもとで 
X” より生産要素投入量が少ない。負の規模
効果が一つ目のパターン，つまり単価等量曲
線が X” の場合より緩やかということで，X 
財の単価 pX はやや下降する。従ってこの場
合，w/r の下降によって一国レベルの X 財生産量は減少し，Y 財生産量は増加する時に，pX/pY は
減少する。従って，一国レベルの生産可能性曲線は原点に凹の形状をとる。この場合図2-1におい
て C’ から線分 AB に平行な直線を引いて X 軸との交点を F とすると，w の下降率は OD’/OF で 
pX の下降率は OD’/OE で生産要素価格の減少率のほうが製品価格の下降率より大きいということ
で，ストルパー＝サミュエルソン定理が成立している。
 　三つ目は X 財の単価等量曲線が線分 C‘D’ より上にある場合，つまり X 財生産者の単価等量曲
線が例えば X’ にシフトした場合である。この場合生産要素価格比率 w’/r’ のもとで単価等量曲線 
X” より生産要素投入量が多い。負の規模効果が X” の場合より激しいことで，X 財の単価 pX は上






























は減少するが，財 X に集約的に用いられている生産要素である労働の報酬率 w も下落するとは限




スを考える。閉鎖経済下の社会的効用の最適点は S であるが，自由貿易下ではＡ国が X 財生産，







　まず Markusen (1995) に従って，２国２財モデルで競争的価格付けと比較してみよう。各国は X 






























利潤最大化の結果 MR=MC で生産を行う。従って，需要の価格弾力性 eX とすると，
MRX=pX+X
∆pX ＝ pX[1－ 1 ] ＝ MCX∆X eX(pX)
ただし eX(pX) ＝ －
∆X / X (2-4)∆pX P
従って，X 財産業における独占によって，一国経済の均衡条件は(2-3)ではなく，









易を開始すると，各国の X 財産業の独占者は他国の X 財生産者の生産量を所与として，最適な生
産量を選ぶと仮定する。
　２国をＡ国とＢ国とする。それぞれの国の X 財の生産量を XA，XB としよう。自由貿易下では両
国の市場が統合され，X 財の国際価格 pX が一つに決まり，両企業の合計供給量の関数になる。つ
まり
　　pX = p(X)　　　　　ただし X = XA + XB
となる。A 国の X 財生産者の限界収入 MRA は，



























∆pX ∆X ＝ pX ＋ XA
∆pX 　　　ただし
∆X
 ＝ 1 (2-6)













少するから，仮に pX が一定とすると MRXA＝pX [1-sA/eX(pA)] は増加して，これまでの生産量では 
MRXA>MCXA となるため，各国企業は MRXA＝MCXA が成立するまで生産量を増加させるだろう。
Ｂ国の X 財生産者も全く同じ行動をとる。結果的に各国の X 財生産量は増加し，pX は低下する。
　つまり貿易障壁を取り除くことによって，X 財を生産する A 国と B 国の生産者間に競争が起こ
り，各国で X 財の生産量が増加し，X 財の価格は低下するため社会的効用がアップする。この結












































　このことは次のように証明できる。11 今第 i 産業の生産量一単位当たりの生産要素投入量ベクト
ルを âi(ŵ, Xi) とすると，閉鎖経済下の財 i の生産量についての，貿易自由化後の要素価格の下で
のハット平均費用は，閉鎖経済下の生産量一単位当たりの生産要素投入量ベクトル âi(ŵ




i ) ≤ ŵ · âi(ŵ














10 (2-7)式より c^i(ŵ, Xi) は
 c^i(ŵ, Xi) = pi= MCi ·［1－ si ］
－1
eX(pi)
11 Helpman and Krugman (1993), p.100 を参照せよ。
∑piXAi ≤∑＾ci (ŵ, Xi) XAi ≤∑＾ci (ŵ, XAi ) XAi  ≤ ŵ∑âi (ŵA, XAi ) XAi 
　＝ŵ V＾ =∑pi Xi 　　(2-12)














　　U=U u1(・), u2(・), ･･･, uI(・)  (2-13)　　　
ui(・) は i 財 (i=1,･･･,I) の効用レベルを表すサブ効用関数である。そしてこのサブ効用関数につい
て二つのアプローチが考えられてきた。一つはバライティ愛好アプローチと呼ばれている。







Dβi iω)1/βi， βi ＝ （1－ 1 ），　σi>1 (2-14)σi

















































が，近年 Blecker (2012) がある程度一般性を持たせながら見通しのよい理論分析を行っている。大









 {waLi + raKi:　F(aLi, aKi) ≥ 1 } 　(2-13)　　　

















 dci(w, r)=(1+ϕi)(aLidw+wdaLi+aKidr+rdaKi)=dpi 












　　dci = wdaLi + rdaKi = 0　　　i=1, 2　　　 (2-17)　　　
これを(2-15a)，(2-15b)にそれぞれ代入すると，
　　( 1 +ϕ1)[θL1~w+θK1~r]=~p1 　(2-15a’)　　　
　　( 1 +ϕ2)[θL2~w+θK2~r]=~p2  (2-15b’)　　　
これらを ~w, ~r について解くと，
~w= 1 （ θK2 ~p1 － θK1 ~p2 ）θK2θL1－θK1θL2 1+ϕ1 1+ϕ2
~r= 1 （ θL2 ~p1 － θL1 ~p2 ）θL2θK1－θL1θK2 1+ϕ1 1+ϕ2
今 ~p1>~p2 と仮定すると，~p1=~p2+ ψ(ψ>0 ) とおける。これを代入し，(2-16)式を使って整理すると，
~w=~p1+
θK1 ·




(1+ϕ1)(1+ϕ2)  ·ψ (2-18b)
1+ϕ1 (1+ϕ2)θL2－(1+ϕ1)θL1
財１が労働集約財，財２が資本集約財であることから θL1>θL2, θK1<θK2 であり，もし仮に競争
市場下であればマークアップ率ϕ1, ϕ2 がゼロだから，


































ロではないから，単位費用 ci と製品価格 pi 
の間に格差が生じるため価格線は一定間隔右
上のラインで描かれている。
　今，財１の価格が p1 から p1’ へ上昇した
とすると，財１の価格線と財１の単位費用曲
線は右上にシフトする。もしこれが競争市場
下であれば，価格が p1 から p1’ になった時，
単位費用曲線と製品の価格線が等しいから，
生産要素価格は賃金が w0 から w3 へ上昇，
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